登　監　第　 ４４ 　号

平成２２年１０月　６日

請求人　（氏名　略）　様

登別市監査委員　三　浦　 忠　夫

登別市監査委員　木　村　 純　一

住民監査請求の却下について（通知）

　平成２２年８月２０日付けで請求のありました地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第１項の規定に基づく住民監査請求につきましては、請求の内容を法律上の要件に照らして審査した結果、次の理由により住民監査請求の対象となりませんので、これを受理せず、却下します。

記

　地方自治法（以下「法」という。）第２４２条に定める住民監査請求は、普通地方公共団体の執行機関又は職員について、違法若しくは不当な財務会計上の行為があると認められるとき、又は、当該行為がなされることが相当の確実さをもって予測される場合、当該普通地方公共団体の住民が監査を求め、損害補てんの措置等を請求できるものである。

　本件請求において請求人は、①市長は、A社とB社が平成１６年に交わした
経営指導契約書を把握していない。②市長は、A社が覚書第２条第４項の履行を怠っているにもかかわらず、これを放置し、B社の経営改善への配慮を怠っている。③市長は、B社の施設維持管理状況の報告を鵜呑みにするだけで、それ以上の調査を行っていない。④市長は、B社の監査役を介して会社法で定める権利を行使する責任を負っているにもかかわらずこれを怠っている。以上、①から④までを違法・不当に財産の管理を怠る事実として、必要な措置を求めているものと解される。

　しかしながら、請求人が主張する①（市長は、A社とB社が平成１６年に交わした経営指導契約書を把握していない。）については、請求人が主張するとおり経営指導契約書はA社とB社が交わしたものであり、市に関する規定ではない。②（市長は、A社が覚書第２条第４項の履行を怠っているにもかかわらず、これを放置し、B社の経営改善への配慮を怠っている。）については、覚書第２条第４項「A社は、B社に対し１０年分割で５億円を出資することとする。」の規定は、A社のB社に対する義務を定めたものであり、市に関する規定ではない。③（市長は、B社の施設維持管理状況の報告を鵜呑みにするだけで、それ以上の調査を行っていない。）については、覚書第４条第２項「B社は、前項により借り受けた施設等の維持補修の責務を負う。」の規定のとおり、維持補修の責務者はB社であり、市に関する規定ではない。④（市長は、B社の監査役を介して会社法で定める権利を行使する責任を負っているにもかかわらずこれを怠っている。）については、覚書第３条第１項及び第２項「A社は筆頭株主としてB社の経営にあたり、市はB社の経営から退くものとする。」の規定のとおり、市に上記行為の権限はない。

　したがって、請求人の①から④までの主張は、法第２４２条第１項に定めるいずれの財務会計上の行為にも該当しない。また、その違法性・不当性を具体的かつ客観的に示しているとは認められない。

　よって、本件請求は、法第２４２条に定める住民監査請求の要件を欠き不適法である。
